
































































































































































































































































































































































































































































































































北千葉導水事業 霞ヶ浦導水事業 帷子川分水路 県道相模原愛川線
（豊四季シールド） 那珂導水路水戸ト （5320m） 愛川隊道（146m）
（1602m） ンネル（6300m）
所在地 千葉県柏市，流山市 茨城県水戸市 神奈川県横浜市 神奈川県愛川町
最大土被り 36m 52．44m 58m 45m
都市計画区域 市街化区域及び市 市街化区域 市街化区域 市街化区域
街化調整区域
権原取得状況 任意100％ 任意100％ 6名収用手続き 任意100％
所有権 0～7m 0～10m
区分地上権 12～36m 7m～58m 10～45m
使用貸借権 24．6～52．44m
補償率 27％～10％ 50％～10％ 53％～7％
土地所有者数 28名 313名 361名 3名
交渉期間



























































































































































































































































































































































































































































































事業省庁案 建設省案 調査会中間報告 調査会答申
検討時期 1990年頃 1990年頃 1997年 1998年
大深度地下の ①or②の深い方か①or②の深い方か①or②の深い方か①or②の深い方か
定義 ら下の空間 ら下の空間 ら下の空間 ら下の空間
一　　一　　一　　一　　一　　一　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　＿　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　”　　≡　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　一 ’　　≡　　一　　一　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　●　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　’　　一　　一　　≡　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　●　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　≡　　一　　一　　⇔　　一　　一　　一　　一　　＿　　＿　　＿　　一　　＿　　＿①地下室とし 地下室のみ（30m）地下室のみ（30m）地下室（25m） 地下室（25m）
ての利用 ＋離隔距離（15m）＋離隔距離（15m）
＝40m ＝40m
’　　一　　’　　一　　一　　一　　一　　●　　一　　一　　一　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　≡　　一　　一　　一　　一　　＿　　一　　＿　　＿ 一　　一　　一　　一　　一　　’　　一　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　●　　一　　＿ 一　　一　　一　　一　　一　　●　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　’　　一　　一　　一 一　　一　　一　　一　　一　　’　　一　　≡　　一　　≡　　≡　　一　　一　　一　　一　　一　　”　　一②基礎ぐいと 支持層（N値50） 支持層（N値50） 支持層（要件未定） 支持層（要件未定）
しての利用 十10m ＋10m
建築物荷重の 地表面30tf1㎡ 地表面30tf／㎡ 地表面30tf1㎡ 増加荷重30tf／㎡
考え方
補償の考え方 原則無補償 個別事例即して判 原則無補償 原則無補償
断（無補償以外有）
超高層ビルの × × × ○
可能性
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3．2．2　臨時大深度地下利用調査会中間とりまとめにおける大深度地下の定義と問題点
　臨時大深度地下利用調査会中間とりまとめ’）においては、1990年の定義と比べ、地下室としての利
用についてはその建設過程も考慮したこと、基礎杭については支持層への根入れ等に伴う離隔距離を
設定したことの変更が見られる。
　地下室としての利用については、東京都消防局がまとめた資料（表3．4）により地下25mとし、そ
の離隔距離については、ボイリング、パイピング、盤膨れの掘削底面の破壊現象に対して安全な距離
15mを計算により求め、25m＋15m＝40mとしている。
　基礎杭については、支持層が存在することを前提に、杭の根入れ距離等を勘案して支持層上面から
10mとることとしているが、支持層の具体的な要件や客観的な特定の方法について検証はしていない。
　建築物の規模については高層建築物を前提にすべきと明言している一方、荷重については、1990
年頃と同様に、地表面30tf／㎡で規定しており、超高層ビルの建設の可能性について配慮されたもの
となっておらず、この点にっいては、矛盾を抱えたままであり、答申までの課題としている。
3．2．3　臨時大深度地下利用調査会答申e）における大深度地下の定義と問題点
　筆者が国土庁大深度地下利用企画室に着任したのは、1998年1月1日であり、臨時大深度地下利
用調査会が答申のとりまとめを行っている最終の段階であった。
　当時、大深度地下の定義については、臨時大深度地下利用調査会中間とりまとめ7）をそのまま引用
していたが、着任してすぐに、以下の点について重大な問題があると考えた。
　全般的には、
　①建築物について数例の文献調査したに過ぎず、実際の建築物の実例からのアプローチが不足して
　　いること
地下室の利用については、
　②25mを超える建築物の地下室があるにもかかわらず、その建設の可能性について検討されてお
　　らず、説明ができないこと
　③深い地下室としての利用目的、利用形態にっいて検討がなされていないこと
　④計算値より離隔距離を定めているが、実際の建築物の山留め壁の根入れ距離との整合性について
　　検証がなされていないこと
基礎杭としての利用については
　⑤支持層への根入れにっいても数例程度の事例で検証しており、建築物の実態との整合性について
　　検証がなされていないこと
建築物規模については、
　⑥接地圧は、そもそも平均接地圧で考えるのか、最大接地圧で考えるのかが不明なこと
　⑦高層建築物の建築を前提とすべきとしっつ、荷重にっいては、10数階程度の建築物を前提とし
　　ており、矛盾点を解決できていないこと
　⑧大規模な建築物は、高さの5～8％程度の地下階を設置するのが一般的でかつ望ましいとされて
　　いるのに対し、荷重分散を考える基面を地表面としていること、
等の問題があると考えた。
　とりまとめの最終段階であり、十分な時間がなかったため、急遽、代表的な高層建築物について、
様々なデータを収集することとし、施工者、施主等からのヒヤリングにより数十棟程度について、地
下掘削規模、山留め壁長、建築物荷重等にっいてデータの集積を図った。
　その結果、①から④の問題については、中間とりまとめにおける定義は、実際の建築物から見ても
安全側であることから、大深度地下の定義は中間とりまとめのものを答申にも採用することとした。
　しかしながら、建築物荷重の考え方については、超高層建築物が既に多数建設されいる現状を鑑み
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ると、超高層建築物の建設の可能性を十分説明できなければ、世に受け入れられることは難しいと考
え、答申においては、中間とりまとめを見直すこととした。
　超高層ビルは、少数の例外を除いて地下階を設置するのが一般的であり、また、適度のアスペクト
比（基礎底深さ／軒高）をとることが望ましいとされていることから、地下階が存在することを積極
的に評価することとした。
　地下施設から見れば、建築物の建設の過程においては、最初は地下掘削により荷重が除荷され、そ
の後、建築物の荷重が載荷されることとなり、最終的には、建築物荷重から排土荷重を除いた荷重が
地下施設に作用することとなる。この荷重を増加荷重として新たに定義し、これにより建築物規模を
考えることとした。
　既存の建築物の調査からは、横浜ランドマークタワーを除く全ての建築物が増加荷重30tf／㎡以内
に収まることから、建築物荷重規模を増加荷重30tf／㎡とした。
　当時、建築物荷重の定義の方法としては、増加荷重を概念を導入する方法と地下のある地点で荷重
を定める方法とを考えたが、建築分野においても、排土荷重と建築物荷重のバランスをとり、実質的
に地盤にかかる荷重を考慮することが一般的であることから、増加荷重の概念を採用した。また、後
者の方法では、超高層建築物の建設を考えると60～70tf／㎡程度の数値とせざるを得ず、既に中間と
りまとめにより30tf／㎡という数値が公表されている段階で、それを大きく超える数値を採用するこ
と対しては、反発が予想された。
　増加荷重の概念自体は、高層建築物として地上部の高さの5～10％程度の地下への根入れ（アス
ペクト比）が求められていることや、遠藤は「排土荷重≧建築重量を成立させ、平面的にもバランス
のとれた荷重分布とすること」9）としており、地盤沈下の問題から建築物の建築に当たって、極端な
荷重のアンバランスを避けることに留意することを踏まえれば、大きな建築物ほど地下を大きく掘削
することが通常であり、建築物の規模を特定する方法として増加荷重の概念を採用することは適切で
あったといえる。
　しかしながら、増加荷重を導入し、建築物の建設を、tt地下室建設のための除荷→建築物建設の載
荷“のプロセスとして、最終的に建築物荷重から排土荷重を除いた荷重が地下施設に作用することと
なると考えるのは、土圧について全土被りを考えた場合のものであり、大深度地下地盤のアーチング
効果を見込み緩み土圧を採用する場合には、掘削による除荷の影響によらず土圧を一定と考えること
ができることから、実際の設計では解釈に問題を生じる可能性がある。
　答申では、全土被りを採用するのか、緩み土圧を採用するのかは明らかではないが、大深度地下地
盤の特性を考えれば、緩み土圧の採用を考えるのが妥当といえ、現実の設計論を展開する際に、増加
荷重の概念をそのまま大深度地下施設の設計に持ち込むことはできず、この点をどのように解決する
のか、答申後の制度化の検討において大きな課題であった。
　これにより、臨時大深度地下利用調査会答申における大深度地下の定義を定めることができたが、
今後の課題として残された部分もあり、また、答申では具体の設計手法等まで言及されておらず、客
観的かっ一義的に大深度地下空間を定めるにはさらに検討が必要であった。
3．2．4　臨時大深度地下利用調査会答申から技術指針に至る経緯
　臨時大深度地下利用調査会答申を踏まえ、国土庁を中心として法制度の構築を進めることとなり、
答申で未解決な技術的事項について明らかにする作業に着手した。
　まず、第一に必要な作業と考えたのは、建築物の地下利用の実態を明らかにすることである。建築
物の実態を十分踏まえることが、説得力のある制度となるためには不可欠と考えたが、答申のとりま
とめ段階での高層建築物の施主、設計者、施工者のヒヤリングを実施した印象では、過去の資料が十
分に管理されておらず、建築物の諸元にっいてはわからない物件が多く、どのように網羅的な調査を
実施するのかが問題であった。
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　軒高60mを超える建築物は、その設計について建設大臣の承認を得る必要があり、この事務を（財）
日本建築センターが高層評定として実施していることから、所管する建設省住宅局と（財）日本建築
センターに依頼し、個別案件のデータについては公開しないことを条件に、非公開のデータも含めて
蓄積されている全資料について開示を受けることができた。これにより、全高層建築物の構造にっい
て、詳細なデータを入手することができた。
　次に必要な作業としては、未解決な技術的事項を技術指針としてとりまとめることであり、このた
めの専門の機関として「大深度地下利用技術検討委員会」を設置した。大深度地下使用制度は技術と
法制とが密接に関係する法制度でもあることから、原案については筆者が作成し、これを委員会に提
示し意見を頂くというかたちで検討を行い大深度地下利用技術指針（案）をとりまとめた。
　特に、先述の増加荷重の扱いについては、増加荷重30tfl㎡の数値を採用しつつ、建築物荷重を増
加荷重と排土荷重により再定義し、実際の設計に用いることとして解決した。
　また、これと平行して内閣法制局と法案の内容にっいて、法制面、技術面から協議を行い、大深度
地下の公共的使用に関する特別措置法案の条文を作成した。
　この検討が終了した段階で初めて、十分、運用に耐えうる技術的なレベルまで検討が進んだといえ
た。
3．3　大深度地下使用制度における大深度地下の定義
　臨時大深度地下利用調査会答申において、大深度地下は「土地所有者による通常の利用が行われな
い地下」と定義されており、通常の利用としては、①建築物の地下室、基礎としての利用、②井戸、
温泉井としての利用、③公共公益施設による利用を取り上げている。
　①の井戸、温泉井による利用について、制度の対象となる三大都市圏では、地盤沈下防止の観点か
ら井戸の掘削に対して厳しい規制がかけられており、ピーク時には年間数百本掘られた深井戸も、近
年では、防災用井戸を除けば数本程度掘削されているに過ぎず、土地の利用形態として一般化すると
は考えられないことから、大深度地下の定義を考える上では考慮していない。
　井戸の掘削数については、近代的な井戸掘削が本格的に行われるようになった昭和初期以降の30m
を超える井戸の掘削が、深井戸台帳として整理されていることから、これをデータベース化し、検討
した。
　図3．1に深井戸台帳に整理されている東京都内における30m以深の深井戸の掘削本数の推移を示
す。最盛期には年間200本以上の深井戸が掘削されていたが、1971年から1972年にかけて、段階的
に井戸のストレーナ深度を400mから650m以深とする規制が行われ、実質的に井戸の掘削が禁止さ
れてからは、年に数本程度が掘削される状況となっている。
　また、深井戸台帳は10年おきに作成されており、近年の掘削数の推移がわからないため、自治体
にヒヤリングを行い、動向を把握した。
　図3．2に東京都内における近年の井戸の掘削数の推移を示す。阪神淡路大震災以降、井戸の掘削は
急増しているが、このほとんどは、行政による防災用井戸であり、このような井戸については、後述
の通り③の公共公益施設として別途調整の規定を設けることとしており、これを除けば現在の井戸の
掘削本数は年間数本程度であることから、井戸については、大深度地下の定義を考える上では考慮し
ていない。ただし、既存の井戸に対しては、事業に当たって、補償を支払い権利を取得することとし
ている。
　なお、大阪市域では、室戸台風の翌年の1962年より、名古屋市域では1974年より、ストレーナ深
度を規制するなど、実質的に新規の井戸の掘削が禁止されており、東京都と同様、年に数本の井戸が
掘削される程度となっている。
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資料　「全国地1ド水（深井戸）資料台帳　各年版」国土庁土地局国土調査課より作成。
　　　同台帳は、国上調査法に基づき実施されている調査であり、深さ30m以上の深井戸を対象に、新規井
　　戸の掘削を台帳化している。昭和20年代の第1次調査よりほぼ10年周期で実施されている。
　　　　　　　　　　　図3．1深井戸の掘削数の推移（東京）
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　　資料：東京都への聞き取りにより作成。
　　　　東京都内における新規の井戸掘削数。
図3．2　近年の井戸の掘削数の推移（東京）
　温泉井についても、大都市圏においては、1000mほど掘削すれば湧出するものの、新たに掘削され
る温泉井は図3．3に示すように年に数本程度である。また、温泉井の掘削には、多額の費用（約1億
円1本）がかかること、都道府県知事の許可が必要なこと、東京都では条例などで新規の温泉井の掘
削に新たに規制が設けられていることから、土地の利用形態として一般化するとは考えられず、大深
度地下の定義を考える上では考慮していない。ただし、既存の温泉井に対しては、事業に当たって、
補償を支払い権利を取得することとしている。
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資料：各自治体への聞き取り調査により作成。
図3．3　大都市圏における温泉掘削数の推移
　③の公共施設については、事業種、規模によって、その構造、設置深度、もたらす荷重、考慮すべ
き事項が様々であり、どの深度であれば利用されないか等について一般化できないことから、大深度
地下使用制度においては、定義の問題としてよりも、むしろ、事前に他の公共施設との調整の規定を
おくことにより対処することとし、大深度地下の定義を考える上で考慮していない。
　逆に、①の建築物の地下室、基礎としての利用は、その構造、規模等について、建築構造の技術的
特性、建築物の経済性から一般化が可能であり、この点をとらえて大深度地下の定義を行っている。
　建築物の地下利用の形態は、①地下室としての地下利用と②基礎の設置のための地下利用が考えら
れ、大深度地下法では、それぞれの建設過程も考慮し、法律において、
（定義）
第2条　この法律において「大深度地下」とは、次の各号に掲げる深さのうちいずれか深い方以上の深
　さの地下をいう。
　一　建築物の地下室及びその建設の用に通常供されることがない地下の深さとして政令で定める深さ
　二　当該地下の使用をしようとする地点において通常の建築物の基礎ぐいを支持することができる地
　　盤として政令で定めるもののうち最も浅い部分の深さに政令で定める距離を加えた深さ
　と大深度地下を定義している。
　この政令で定める事項については、第一項の「政令で定める深さ」として地下40mを、第二項の
「基礎ぐいを支持することができる地盤」として杭の許容支持力度2500kN／㎡を有する地盤及び「政
令で定める距離」として10mが定められている。
　この大深度地下の定義をもとに、技術的な検討を行うには、建築物の基礎構造などについて詳細に
調査する必要があった。
　軒高60m以上の建築物や特殊な構造の建築物は、建築基準法の定めにより建設大臣の認可を受け
る必要があるが、この技術的審査を（財）日本建築センターが建築評定として行っており、この審査に
おける高層建築物の構造などに関する資料が保存されていることから、これを過去にさかのぼって1
件1件データベース化し、建築物の地下利用の実態を明らかにした。
　作成したデータベースの一覧を表3．3に示す。なお、このような高層建築物全てを網羅するデータ
ベースが構築され、詳細に検討されたのは、今回が初めてである。
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